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施設等機関

自治大学校
情報通信政策研究所
統計研究研修所

中央選挙管理会
政治資金適正化委員会
[自治紛争処理委員 ]
※事件ごとに総務大臣が任命

総務副大臣（2）　総務大臣政務官（3）　総務大臣補佐官

特別の機関

総 務 大 臣

総務事務次官　　総務審議官（3）

・地方財政審議会
・行政不服審査会
・情報公開・個人情報保護審査会
・官民競争入札等監理委員会
・独立行政法人評価制度委員会
・国地方係争処理委員会
・電気通信紛争処理委員会
・電波監理審議会

審 議 会 等
・統計委員会
・恩給審査会
・政策評価審議会
・情報通信審議会
・情報通信行政・郵政行政審議会
・国立研究開発法人審議会

管区行政評価局（7）
四国行政評価支局
沖縄行政評価事務所

地 方 支 分 部 局
総合通信局（10）
沖縄総合通信事務所

官房長
総括審議官（3）
政策立案総括審議官
公文書監理官
サイバーセキュリティ
   　　  ・情報化審議官
地域力創造審議官
審議官（13）
参事官（9）

大臣官房

秘書課
総務課
会計課
企画課
政策評価広報課

企画調整課
調査法制課
管理官（8）

総務課
企画課
政策評価課
行政相談企画課
行政相談管理官
評価監視官（7）

行政課
住民制度課
市町村課
参事官

地域力創造グループ
地域政策課
地域自立応援課

公務員部
部長
公務員課
福利課

選挙部
部長
選挙課
管理課
政治資金課

財政課
調整課
交付税課
地方債課
公営企業課
財務調査課

企画課
都道府県税課
市町村税課
固定資産税課

国際戦略課
技術政策課
通信規格課
宇宙通信政策課
国際展開課
国際経済課
国際協力課
参事官

総務課
情報通信政策課
情報流通振興課
情報通信作品振興課
地域通信振興課
放送政策課
放送技術課
地上放送課
衛星・地域放送課
参事官

郵政行政部
部長
企画課
郵便課
貯金保険課
信書便事業課

総務課

電気通信事業部
部長
事業政策課
料金サービス課
データ通信課
電気通信技術
　　システム課
消費者行政第一課
消費者行政第二課

電波部
部長
電波政策課
基幹・衛星移動
　　　　通信課
移動通信課
電波環境課

総務課
事業所情報管理課
統計情報利用推進課
統計情報システム
　　　　管理官

統計調査部
部長
調査企画課
国勢統計課
経済統計課
消費統計課

総務課
消防・救急課
予防課

国民保護・防災部
部長
防災課
参事官（3）

施設等機関

消防大学校

審議会等

消防審議会

（注）組織図は政令以上で規定される主要組織のみを示している。（令和5年4月現在）
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自治
税務局 国際戦略局

局長
次長

情報流通
行政局

総合通信
基盤局 統計局

統計企画管理官
統計審査官（3）
統計調整官
国際統計管理官
恩給管理官

政策
統括官

参事官（２）

サイバー
セキュリティ
統括官

委員長
委員（6）
事務局長
次長

公害等
調整委員会

総務課
審査官（9）

消防庁

長官
次長
審議官

総務省の組織

外局


